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福島第一原子力発電所の事故による放射能汚染の影響により、深刻な被害を未だに被っている福島県およ

びその近隣県の原木シイタケ栽培関連産業を再興させることを目的とする。このため、短期的目標として、汚
染された地域における利用可能な原木林の判定方法および汚染されたホダ木の排除方法の開発を設定した。
また、中長期的目標として、短期的に利用困難な原木林の再生技術の開発を設定した。最終的にこれら開発
した技術をそれぞれの現場に適用して実証することを達成目標とする。

① 開発した原木林の判定方法と既存の原木判定方法を組み合わせた２段階判定方法は、次年度以降一部
の地域で試験的に導入する予定である。

② 本事業の一環として開発した伐採を要しない樹木の放射性セシウム濃度推定手法に将来予測を加え、伐
期に利用可能な原木林の判定方法の開発を目指す。

① 樹木を伐倒せずに原木としての適否を判定する可搬型検査装置を開発するとともに、伐採を予定してい
る原木林内の樹木をすべて検査しなくてもその原木林が利用可能かを判定する手法を開発した。

② ホダ木を粉砕せずにホダ木としての適否を判定する可搬型検査装置を開発するとともに、判定対象ロット
のホダ木をすべて検査しなくてもそのロットが利用可能かを判定する手法を開発した。

③ 樹木の放射性セシウム濃度は、土壌中の放射性セシウム量ではなく、交換性カリウム量に強く影響され
ることを明らかにした。

④ 原木林にカリ肥料を散布して交換性カリウム量を増加させたところ、樹木による土壌からの放射性セシウ
ムの吸収は抑制されることを明らかにした。
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① ２段階判定方法により、汚染された地域の原木林において事故以降停滞している原木生産が再開され
る。

② 本課題の成果は、安全なシイタケの持続的な栽培に貢献すると供に原木栽培シイタケに対する消費者
の信頼を回復させる。
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４ 開発した技術・成果が普及することによる波及効果及び国民生活への貢献
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【今後の開発・普及目標】
① 2年後（2020年度）は、２段階判定方法により、栃木県の原木生産量は２割以上増加し、12万本以上とな

る。
② 5年後（2023年度）は、将来予測に基づき伐期に利用可能と判定された原木林にて林業が再開される。
③ 最終的には、汚染された地域の原木林にて原木生産の再開を目指す。



図１ 開発した可搬型検査装置
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（28028C）放射能汚染地域におけるシイタケ原木林の利用再開・再生技術の開発

放射能汚染の程度に応じた対策
原発事故に起因する放射能汚染により、現在でも原木林の利用は停滞したままとなっている。原木林の利

用を再開するには、原木林の汚染度及び林齢に応じた対策が必要である。

研究終了時の達成目標

研究の主要な成果

実用化・普及することによる波及効果及び国民生活への貢献

短期的目標として汚染された地域における利用可能な原木林の判定方法および汚染された
ホダ木の排除方法、並びに中長期的目標として原木林の再生技術を開発する。

今後の展開方向

開発した原木林の判定方法と既存の原木用非破壊検査装置と合わせて判定精度を高める。また、伐倒せず
に将来利用可能となる原木林を判定する手法について検討する。

放射能汚染により放置されている原木林から原木が生産されることにより経済活動が再開される。
安全なシイタケの持続的な栽培に貢献するとともに原木栽培シイタケに対する消費者の信頼を回復する。

短期的な対策 －利用可能な原木林の判定－
樹木を伐倒せずに原木としての適否を判定する可搬型検査装置（図１）

と原木林内の樹木すべてを検査しなくても原木林が利用可能か判定する
手法を開発した。本判定手法により利用「適」と判定された原木林から取
り出した原木はすべて原木栽培に利用可能であった。また、同様の手法
により、汚染されたホダ木の判定方法も開発した。

図２ 土壌の交換性カリウム量が増加すると
樹木の放射性セシウム濃度は減少

図３ 土壌の交換性カリウム濃度を増加させると
大部分の原木林では放射性セシウムの面移行係数が減少

中長期的な対策 －樹木の放射性セシウム吸収抑制－
春から夏にかけて成長する枝（当年枝）の放射性セシウム濃度は、樹木幹の放射性セシウム濃度と比例し

ており、このことを利用して、樹木の放射性セシウム濃度は、土壌の交換性カリウム量に強く影響されること
を明らかにした（図２）。更に、土壌の交換性カリウム濃度を増加させると土壌等から樹木等への放射性セシ
ウムの移行のしやすさを示す指標値（面移行係数）は減少し（図３）、樹木による土壌の放射性セシウム吸収
は抑制されることを明らかにした。
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